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1   景気回復期における所定外労働時間と常用雇用の動き

製造業においては,景気の回復・拡大にともない生産が増加し,増加幅が拡大し,景気の後退とともに生産の
増加幅の縮小ないし減少がみられる。こうした生産活動の波に応じて労働投入についても原則として同
様の調整が必要となる。労働投入の調整には,大きく分けて労働時間の増減によるものと雇用量の増減に
よるものとがあるが,労働時間,とりわけ所定外労働時間の変動には即応性があることから,景気変動ととも
にまず所定外労働時間が変動し,ついで雇用量が変動するのが一般的である。

昭和40年以降の所定外労働時間の推移をみると,景気拡大期には増加し,景気後退期には減少するといった
動きがみられ,ほぼ景気の転換点付近に所定外労働時間の転換点もみられる。一方,常用雇用については,同
様の動きがみられるものの,その転換点は景気の転換点に遅れているといえる。この場合,雇用量は長期的
な要因に左右される面も大きいので,例えば減量経営が指向されているときには必ずしも景気大期におい
ても常用雇用が増加する局面が表れるとは限らず,むしろ減少することもあることに留意する必要があ
る。ちなみに,50年代初頭の景気拡大期においてこうした動きがみられた。

こうした景気循環過程における所定外労働時間と常用雇用の推移をやや概念的に考えると,第1-1図1)のよ
うになるといえよう。これは,所定外労働時間のボトムの時期を基準として,横軸に所定外労働時間,縦軸に
常用雇用をとり,両者の推移を概念化して描いたものである。景気回復の初期の段階では,所定外労働時間
はかなりのテンポで増加する一方,常用雇用は減少を示す。やがて,常用雇用も緩やかに増加し始めるが,所
定外労働時間は引き続き増加する。次の段階では所定外労働時間がかなり高い水準となり,また常用雇用
も増加テンポが速まることから所定外労働時間はピークを迎え,以後減少に向かう。とはいえ,所定外労働
時間がこうした理念的に考えられるピークを迎える前に景気が後退局面に入ってしまう場合もあり,この
場合には,所定外労働時間は鋭角的にピークを打ちかなりのテンポで減少することとなろう。いずれにし
ろ景気がピークを過ぎ,後退局面となれば,所定外労働時間はかなりの勢いで減少し始める一方,常用雇用は
しばらく増加を続けるもののやがて緩やかとなり,ついには減少に転じる。このようにして一つの景気循
環が終了するといえる。これは全体として常用雇用が長期的には拡大していくことを前提とした概念図
であるが,上述のように減量経営が指向されている場合等長期的に常用雇用が減少傾向にあるときには,第
1-1図2)のような推移をすることも考えられる。

この所定外労働時間と常用雇用との推移について,過去の景気循環期における実際の動きをみてみよう(第
1-2図)。40年代前年の長期の景気拡大期にはほぼ第1-1図1)のパターンを描いている。これに対して,40年
代後半および50年代初頭の景気循環では折からの石油危機の影響や高度成長から安定成長への移行と
いった要因から常用雇用は増加せず,むしろ減少基調で推移しており,総じて第1-1図2)のパターンを描い
ている。その後の景気循環においては,第1-1図1)の形に近くなっているものの,景気拡大期に常用雇用の
増加は必ずしも大きくなく,これを背景に景気後退期の所定外労働時間の減少は緩やかであること等の特
徴がみられ,50年代後半以降特に景気の山に関して所定外労働時間に従来の先行指標性が弱くなってきて
いると考えられる。

第1-1図 景気循環と所定外労働時間・常用雇用の動き
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なお,業種別にみると,業種後との発展性や時々の経済状態の違い等から,所定外労働時間のピーク・ボトム
の時期は各業種で必ずしも一致せず,また,所定外労働時間と常用雇用とが描く軌跡も同じパターンである
とは限らない。

そうしたなかで,40年代前半の長期の景気拡大期にあっては2,3の業種を除いておおむね長期的雇用拡大型
のパターンを示していたのに対して,50年代以降の景気循環においては,こうしたパターンは電気機器等一
部の業種にみられるのみとなり,その他の業種,特に素材関連業種の多くが総じて長期的雇用縮小型のパ
ターンを示しているといつた傾向がみられる。

第1-2図 所定外労働時間指数と常用雇用指数の推移
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2   「産業連関表」に基づく就業・雇用誘発係数の推計

就業・雇用誘発係数については,昭和50年および55年の総務庁等「産業連関表」に基づくものが既にあり,
これに通商産業省「昭和60年産業連関表(延長表)」から算定される就業・雇用誘発係数を基本とし,これ
らから53年,58年,62年時点のものを推計することとした。すなわち,以下の手順により推計した。

1 通商産業省「昭和60年産業連関表(延長表)」による就業・雇用誘発係数の推定

総務庁統計局「国勢調査」(60年)の産業別就業者数,雇用者数を「昭和60年産業連関表(延長表)」の産業
別国内生産額で除して就業・雇用係数(いわば労働生産性の逆数)を求め,これに最終需要項目別の生産誘
発係数を乗じて60年における就業・雇用誘発係数を推定した。

2 最終需要項目別デフレーターによる調整

就業・雇用誘発係数は,それぞれの年における各項目別最終需要100万円当たりで誘発される就業・雇用
者数であるが,50年,55年,60年それぞれの100万円は実質的には同一ではない。したがって,現在,国民経済
計算が55年基準であることから,55年基準のデフレーターにより50年,60年の就業・雇用誘発係数を調整
した。

3 53年,58年,62年への按分

以上の方法により求めた50年,55年および60年の就業・雇用誘発係数から,次の比例按分の方式により53
年,58年,62年の就業・雇用誘発係数を推定した。

1)53年の誘発係数=(50年の確定係数) 

×〔(55年の確定係数)/(50年の確定係数)〕(3/5) 

2)58年の誘発係数=(55年の確定係数) 

×〔(60年の試算係数)/(55年の確定係数)〕(3/5) 

3)62年の誘発係数=(55年の確定係数) 

×〔(60年の試算係数)/(55年の確定係数)〕(7/5) 

こうして,推計した就業・雇用誘発係数は,第2-1表のとおりである。

第2-1表の1 最終需要項目別就業誘発係数
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第2-1表の2 最終需要項目別雇用誘発係数

昭和62年 労働経済の分析



4 誘発雇用需要の推計

以上により推計した雇用誘発係数に国民総支出の項目別最終需要(55年価格)を乗じて誘発雇用需要を推計
した。すなわち,

Ei＝Σρij・Djj

である。ただし,Eiはi産業の誘発雇用需要(人),Djはある項目(j)の最終需要,ρijはi産業の当該項目(j)の最終
需要に係る雇用誘発係数である。なお,今回の回復期の基準時を61年10～12月期としたが,最終需要項目中
この期の政府消費支出は非貨幣用金の購入があって過大となる。そこで,政府消費支出の基準値としては
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61年7～9月期と62年1～3月期の平均値を用いて試算することとした。

このように,誘発雇用需要は,雇用誘発係数,各項目の最終需要の伸びおよび最終需要の伸びの項目間の相対
的関係(雇用誘発係数が相対的に大きい項目での需要の伸びが高ければ,それだけ当該産業の誘発雇用需要
の伸びは高くなる。)に依存するといえる。

そこで,今回,前回および前々回の景気回復期におけるそれぞれの最終需要項目の動きを比較すると,今回の
最終需要の伸びは,前回,前々回と比較して必ずしも高いとはいえない(第2-1図)。また,雇用誘発係数は,労
働生産性の伸びを反映して,前々回よりは前回,前回よりは今回と,最近になるほど小さくなっている。すな
わち,今回における誘発雇用需要の高さは,雇用誘発係数の違いによるものではなく,また最終需要の伸びの
違いによるよりも最終需要項目間のバランスのとれた伸びによるものといえる。なお,主要産業における
誘発雇用需要の基準時からの増加(累積)数は,第2-2表のとおりである。

また,ここで試算された誘発雇用需要は,産業連関表によるものであることから,

1) 最終需要による直接,間接を含めた生産や雇用の誘発が瞬時に表れるものとされていること。 

2) 試発された雇用需要の少なくない部分が,実際には所定外労働時間の増加や労働生産性の上昇に
よって吸収され,必ずしもすべてが求人増や雇用増に直接つながるものではないこと。 

といつた前提条件等があることに留意する必要がある。

第2-1図 景気回復期における最終需要の推移
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第2-2表 誘発雇用需要の基準時からの増加数
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3   「産業関連表」に基づく産業別就業者数の増減の要因分解

本文第II部第1章の(1)では,産業関連表を用いて,産業別就業者数の増減について最終需要の変化,中間需要
の変化,労働生産性の変化の3つの要因に分けて要因分解を行った。試算方法は本文付注4で示したとおり
であるが,第3-1表は本文中に示さなかつた産業,業種を含め,上記結果の全体を示したものである。

第3-1表 産業連関分析による産業別就業者数増減の要因分解

昭和62年 労働経済の分析



昭和62年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和62年 労働経済の分析



  

昭和62年労働経済の分析 参考資料
II   参考分析資料
4   サービス業従業者数の事業所の新設,既存,廃止別増減寄与度(産業小分類)

本文第II部第1章(1)において雇用の増加が大きいサービス業等では新設事業所における雇用の増加が大き
いことを指摘したが,ここでは本文に掲載しなかつたサービス業の小分類別雇用増加の中味を示した。

第4-1表 サービス業従業者数の事業所の新設,既存,廃止別増減寄与度
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5   労働移動の国際比較

本文第II部第1章(4)において,労働力配分係数の国際比較を行った。

この計算のもととなった産業間労働移動マトリックスは第5-1表～第5-4表にあるとおりである。

日本,西ドイツおよびフランスについては,労働移動した者のみ,すなわち新規入職者,引退者および企業間(あるいは事業所
間)転職者の数であるが,イギリスについては(1年前と現在の2時点の就業状態の把握された)15歳以上人口すべての数で
ある。

第5-1表 日本

第5-2表 イギリス
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第5-3表 西ドイツ

第5-4表 フランス
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6   年齢間賃金格差と学歴別人員構成

年齢間賃金格差の変化をもたらす要因としては,勤続年数,学歴構成,職種構成,役職構成の変化等が考えら
れる。本文では,勤続構成について主に考察を加えているが,ここでは学歴構成についてみた。
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6   年齢間賃金格差と学歴別人員構成
(1)   学歴別人員構成の変化

学歴構成自体の変化をみると,製造業,小売業,サービス業さらに製造業企業規模別のいずれにおいても中卒
の比率が低下しながら高学歴化が進展しているが,従来中卒比率の高かつた製造業においては高卒の比率
が著しく高くなっている一方,中卒比率の低かつた小売業,サービス業では高卒比率は横ばいないし若干低
下しながら大卒比率が著しく高くなっている(第6-1表)。
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6   年齢間賃金格差と学歴別人員構成
(2)   学歴別人員構成調整後の賃金格差

このような高学歴化による年齢間賃金格差拡大の影響をみるために,勤続長期化の影響をみた時と同様に,学歴別人員構
成を昭和52年と同一に調整した時の57年,62年の年齢間賃金格差の変化をみると,産業,企業規模にかかわらず,調整値の
格差は原数値の格差より低下しており,高学歴化による格差拡大がうかがわれる。また,学歴調整値の格差変化は勤続調
整値の場合と同様に製造業中・小企業および小売業で大きなものとなっている(第6-1図)。

勤続調整値における格差と学歴調整値における格差の両者を比較すると,62年においては,製造業では25～34歳層および
62年の50～54歳層を除き勤続調整値の格差が学歴調整値の格差を下回っている。製造業を企業規模別にみると,大企業
では格差のピークとなる50～54歳層および60歳以上層を除く全年齢層で,また中小企業では中企業で35歳以上,小企業で
45歳以上の中高年層で勤続調整値の格差が学歴調整値の格差を下回っている。小売業,サービス業でも,小売業で40歳以
上,サービス業で45歳以上の中高年層において同様の傾向がみられ,総じて中高年層では学歴調整値の格差以上になお勤
続調整値の格差の低下が大きい。

年齢間賃金格差は,20～24歳の賃金を基準値として指数化したものであり,その変化は各年齢階級の賃金の変化とともに,
基準値である20～24歳の賃金の変化にも依存する。ちなみに,62年においては20～24歳の賃金額は,原数値に比べて勤
続調整値の場合は大きくなり,学歴調整値の場合には小さくなっており,その限りにおいてはそれ以外の年齢層の勤続調
整値の格差がより小さくなる面があるが,同時に中高年層の賃金額自体も勤続調整値が学歴調整値を下回っている。高
学歴化そのものは本来勤続の短期化要因と考えられることを考慮すると,年齢間賃金格差の拡大は学歴を問わぬ勤続長
期化の進展がその要因としてより大きく働いていると考えられる。

第6-1表 学歴構成比の推移

第6-1図 学歴構成および勤続構成調整後の賃金格差
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7.   賃金構造関数の推計と生涯給与の試算
(1)   賃金構造関数の推計と推計結果

労働省「賃金構造基本統計調査」においては,性・学歴毎に年齢階級(12階級),勤続年数階級(9階級)別の賃
金が利用可能であるが,これをもとに年齢,勤続年数を要素とする賃金体系(個人別賃金構造)の全体的傾向
を表示する賃金構造関数を推計した。

第7-1図 賃金体系のモデル

推計に当たり,第7-1図のような賃金体系のモデルを想定した。標準労働者の学卒初任時(Z0歳)の初任給を
W0,中途採用者の中途採用時(例えばZ1歳,Z2歳,Z3歳)の初任賃金をW1,W2,W3とすると,標準労働者の賃金
カーブばa0a0′,中途採用者の賃金カーブはそれぞれb1b1′,b2b2′,b3b3′となる。ま
た,a0b0(a0,b1,b2,b3の延長線)は中途採用者の中途採用時の初任賃金カーブを表す。このような賃金体系
のモデルにおいては,標準労働者,中途採用者それぞれの賃金カーブはaob0上の初任賃金と勤続年数とで説
明されるとともに,初任賃金は初任給と中途採用時年齢で説明される。
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この場合の関数型は次のように表される。

W=a0+a1x+a2(y-X) 

W:賃金(所定内給与) 

x:勤続年数 

y:中途採用時年齢指標(年齢一標準労働者の学卒入職時年齢) 

ここで,鶴は標準労働者の学卒初任給を,a1は勤続1年当たりの賃金上昇額を,a2は中途採用者の採用時年齢
の1歳当たりの初任賃金の上昇額を表す。

しかし,上記の式は勤続年数および中途採用時年齢の1次式となっているが必ずしも賃金は直線的に上昇す
るとは限らないこと,また標準労働者と中途採用者の勤続1年当たりの賃金上昇額がともにa1と同額となっ
ているが,一般的には異なると考えられる。そこで,前者への対応として勤続年数と中途採用時年齢を経過
するにつれ賃金の変化の度合いが逓増または逓減することを想定して両者の1次項に加え2次項も説明変
数とするとともに,後者への対応として両者の交絡項を説明変数に加えた次式により推計を行った。

W=a0+aIX+a2X2+a3(y-X)+a4(y-X)2+a5X(y-X)標準労働者の場合は,x=yのため賃金カーブは
w=aO+a1x+a2x2となり,中途採用者の初任賃金カーブはx=0のためw=a0+a3y+a4y2となる。

推計は,男子の高卒,大卒に関し製造業(規模計,規模別:大企業,中企業,小企業),小売業,サービス業,情報サー
ビス,調査,広告業について,昭和52年,57年,62年の3カ年について行った。また,大卒の各産業・製造業各企
業規模および高卒の製造業大企業においては,係数a2の有意性が全般的に低いため,勤続年数の2乗項を説
明変数から除いて推計した。推計結果は,第7-1表に示すとおりである(大卒,製造業大企業高卒の5変数の
場合の推計結果についても参考表を参照)。なお,推計にあたっては,60歳未満のデータを使用した。
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7.   賃金構造関数の推計と生涯給与の試算
(2)   賃金構造関数を用いた生涯給与の試算

生涯給与を学校卒業後60歳まで常用労働者として就業した場合に受け取る賃金の総額と定義した場合,計
算方法としては,標準労働者および中途採用者を問わず,学校卒業時の年次まで遡り以後各年における対応
する年齢,勤続年数の賃金額の現価額の総和を求める方法と,現在の賃金体系上を仮説的に学校卒業年齢か
ら60歳まで就業したとした場合の各年齢における賃金額の総和を求める方法と2通りが考えられる。ここ
では,後者の考え方に基づき(1)で推計した賃金構造関数を用いて生涯給与を試算した。

第7-1表 賃金構造関数の推計
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すなわち,第7-2図に示すように,ある調査年の賃金構造関数に基づく標準労働者の賃金カーブをaoa2,21歳
中途採用者の賃金カーブをb1b2とした時,標準労働者の生涯給与はzoa0a2z2の面積で表される一方,21歳
で転職した者の生涯給与は,zOa0a1z1とZ1b1b2Z2の和,すなわちzoaOa1b1b2z2の面積で表され,また両者
の差はblala2b2となる。なお,具体的な試算方法として,生涯給与を示す各々の面積は賃金構造関数の積分
値として表されるが,今回の試算においては,各年齢の賃金について,第7-2表のような勤続年数を想定した
上で賃金構造関数による推計値(月額)を求め,その推計値合計の12倍を生涯給与とした。なお,本文中にも
記したようにここでの賃金は所定内給与による試算であり,所定外給与やボーナス等は含まれていないこ
とには注意を要する。
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第7-2図 生涯給与の概念図

試算結果(額ベース)は第7-3表に示すとおりである。62年における標準労働者の生涯給与は,製造業では高
卒で1億4,300万円,大卒で1億6,700万円となっている。産業間の差は高卒より大卒の方が大きく,また,高卒
では小売業が高いのに対して,大卒ではサービス業が高くなっている。製造業から製造業および第3次産業
に転職した場合の生涯給与の変化については,転職時年齢が40歳の場合もあわせてみると第7-4表に示すよ
うに総じて45歳の方が低く,こうした傾向は製造業以外の産業から転職した場合にも同様である。

第7-2表 生涯給与試算における各年齢に対応する勤続年数

第7-3表 生涯給与の試算
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第7-4表 転職にともなう生涯給与の変化

昭和62年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和62年 労働経済の分析



  

昭和62年労働経済の分析 参考資料
II   参考分析資料
8   地域ブロック別経済構造および就業構造

本文第II部第1章(6)において,昭和50年代以降の地域ブロック別にみた雇用の状況およびそれに影響を与えた経済構造等
をとりあげた。

ここでは本文中に示さなかつた事項も含め,そこで用いた基礎資料を整理し取りまとめたものである。

第8-1表 地域別需要項目別県内総支出の増減寄与度
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第8-2表 地域別産業別生産額の構成
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第8-3表 地域別製造業出荷額の業種別構成比
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第8-4表 地域別製造業出荷額の業種別増減寄与度
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第8-5表 地域別従業者数の産業別内訳

第8-6表 地域別従業者数産業別増減寄与度

昭和62年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和62年 労働経済の分析



  

昭和62年労働経済の分析 参考資料
II   参考分析資料
9   Uターン労働者の動向

第II部第1章(6) ではUターン労働者の動向を示すため労働省「雇用動向調査」特別集計を行った。ここでUターン労働者と
して示した者は下記の条件を備えた者であって「昭和51年労働経済の分析」で行ったUターン労働者に関する特別集計と
定義は同一である。

1) 出身圏が3大都市圏以外の地域で,かつ出身圏に所在する事業所に入職した者。 

2) 現在の事業所に入職する前は3大都市圏の事業所に雇用者として就業していた者。 

なお,この特別集計は「雇用動向調査」を用いており,そのため次の産業,規模への入職者はUターン労働者の集計から漏れ
る。

産業規模 農林水産業,建設業,サービス業のうちの教育,公務 

規模 事業所規模1～4人 

第9-1表 従業地域別Uターン労働者数

第9-2表 学歴,年齢別Uターン労働者数
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第9-3表 産業別Uターン労働者数

第9-4表 職業別Uターン労働者数
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第9-5表 産業,職業別Uターン労働者数
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10   賃金の国際比較

賃金水準の国際比較に当たっては,各国の公表値は調査対象となる事業所の規模,労働者の種類およびベー
スとなる労働時間の基準(実労働時間当たり賃金,支払い労働時間当たり賃金)が各々異なっており,これら
の点に留意して取り扱う必要がある(参考表)。

これらの諸点を考慮して,製造業生産労働者の現金支給総額について,労働時間定義は実労働時間当たり,事
業所規模は推計でき得る限り小規模事業所まで,対象労働者はフルタイムおよびパートタイム労働者を原
則として賃金水準を推計し,国際比較を行った。年間賃金総額に関しては,実労働時間当たり賃金に,年間実
労働時間(推計値,韓国,台湾は公表値)を乗じて算出した。(第10-1表)。

さらに,こうして得られた実労働時間当たり賃金に,製造業における労働費用中現金支給総額比率の逆数を
乗じて,実労働時間当たり労働費用を求めた(第10-2表)。

1987年平均の為替レートで換算した場合,実労働時間当たり賃金,労働費用とも,アメリカはわが国を1割強
上回っている。

一方,1988年4月の為替レートで換算した場合,実労働時間当たり賃金がわが国を上回るのは,西ドイツのみ
となる。

第10-1表 賃金の国際比較―製造業生産労働者,推計値―
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第10-2表 実労働時間当たり労働費用の国際比較
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(参考表)
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11   日米消費支出構造比較

(1)日米の消費支出構造の比較に当たっては,調査対象者,消費支出費目の構成に違いがあるため,これらについて調整を
行う必要がある。まず,調査対象者については,アメリカは単身者世帯を含むため,日本においても,単身者世帯の結果が
得られる総務庁統計局「全国消費実態調査」を用い,二人以上世帯と単身者世帯を加重平均する調整を行った。また
「全国消費実態調査」は9～11月分のデータであるので,総務庁統計局「家計調査」の年平均と9～11月分の比率から年
平均に推計変換した。つぎに,消費支出費目の構成については,資料の制約から,詳細な消費支出額が公表されている日本
の消費支出項目をアメリカ定義に合わさざるを得ない項目について,微調整を行った(第11-1表の日本の「調整」の項参
照)。

(2)こうした上で本文では,日本の10大費目分類にあわせることを原則として,以下のような調整を行った(第11-1表のア
メリカの「調整」の項参照)。

1) 日本の住居費には,ローン返済が含まれないため,アメリカの住居費から大部分が住宅ローン返済である持家の
費用を差し引いた。 

2) 日本の保健医療費には,健康保険料が含まれないため,アメリカの保健医療費から健康保険料を差し引いた。ア
メリカの健康保険料は,保健医療費×2.373%(Relative rmpo rtanceof ComponentsinConsumerPrice Index1985よ
り消費支出に占める健康保険料の割合2.373%を得た。)とした。 

3) 日本の教養娯楽費には,旅行費(パック旅行)を含むため,アメリカの各費目のうちから旅行関係費をピックアップ
して,教養娯楽費に加えた。旅行関係費は,MonthlyLaboReview(July1985)により,1981年の支出額が得られたの
で,1981～85年の収入の伸びを用いて延長推計した。 

4) 日本の消費支出には,個人保険,年金の掛金が含まれないので,アメリカの消費支出から個人保険,年金費を差し引
いた。 

結果は,第11-2表に示すとおりである。本文では,年齢間の消費支出構造の変動について,年齢平均における各費目の消費
支出割合と,各年齢階級における当該費目の消費支出割合とのポイント差を用いて分析を行った。

(3)逆に,日本定義の費目をアメリカ定義の費目にあわせるためには,

1) 日本の住居費に,実支出以外の支出中の土地家屋借金返済を加える。 

2) 日本の保健医療費に,非消費支出中のその他の社会保障費を加える。 

3) 日本の消費支出に,実支出以外の支出中の保険掛金を加え,一項目設けることが必要であり,結果は第11-3表に示
すとおりである。 

アメリカ定義の費目にあわせても,わが国はアメリカに比べて食料費や教育費に対する支出割合が高く,24歳以下を除く
各年齢層において教養娯楽費に対する支出割合が低いという特徴は変わらない。新しく費目を設けた個人保険,年金費
が消費支出に占める割合は,65歳以上層を除いて,わが国の方が低くなっている。また,このアメリカ定義による消費支出
構造を日本定義の費目分類にあわせた場合(第11-2表)と比べると,日本においては,24歳以下を除く各年齢層の住居費お
よび各年齢層を通じた保健,医療費の支出割合が高くなるのに対し,それら以外の費目に対する支出割合は低くなってい
る。一方,アメリカにおいては,住居費に対する支出割合が高くなり,住居費以外の費目に対する支出割合は低くなってい
る。

第11-1表 日米調査における消費支出費目
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第11-2表 日本定義による消費支出構造
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第11-3表 アメリカ定義による消費支出構造
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12   勤労者世帯家計収支の都市階級・年齢階級別クロス・データと生涯収

支の推計

勤労者生活のライフ,サイクル上の諸問題を考えるには,全国平均の視点のみでは不十分な面が多く,都市階
級別の視点が不可欠である。本文第II部第2章の(3)では平均的な勤労者世帯が,子供の教育,住宅取得等のラ
イフ,サイクルのなかで,どのような生涯収支を描くかを,大都市と小都市Aについて推計してみた。その推
計方法については,本文付注12に示したとおりであるが,ここでは途中の計算結果も含めて載録することと
する。
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12   勤労者世帯家計収支の都市階級・年齢階級別クロス・データと生涯収支の推

計
(1)   都市階級,年齢階級別のクロス・データの推計

都市階級別の勤労者世帯の生涯収支を推計するためには,可処分所得,消費支出,黒字等について都市階級,年齢階
級のクロス・データが不可欠であるが,総務庁統計局「家計調査」にはなく,総務庁統計局「全国消費実態調査」
に昭和59年9～11月分の調査があるのみである。そこで,クロス部分の初期値として「全国消費実態調査」の
データを用い,各ステップにおいて,都市,年齢それぞれの計の乖離比の平均を各要素に乗じていくことにより推計
値に接近する方法により,62年平均の都市階級,年齢階級別のクロス,データを主要項目のみ推計した。具体的な方
法は次のとおりである。

1) 使用データ

イ 総務庁統計局「家計調査」:62年平均の都市階級別データおよび年齢階級別データ(以下「家計調査デー
タ」という。) 

ロ 総務庁統計局「全国消費実態調査」:59年9～11月の都市階級,年齢階級別クロス,データ(以下「全消デー
タ」という。) 

2) 都市階級,年齢階級別抽出率調整世帯分布の推計

「全消データ」における抽出率調整世帯分布を出発点(初期値)として,62年における都市階級,年齢階級別の抽出
率調整世帯分布を推定する。すなわち,「全消データ」における抽出率調整世帯分布が次表(左)のようであり,推
計する62年における抽出率調整世帯分布を次表(右)のようであるとしたとき,次表(右)のクロス部分を次の方法で
推計する。
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なお,添字の最初は都市階級を表し,後の方は年齢階級を表すものとし,

Wit=ΣWij(1=1,2……C) 

〔wについても同様〕 

Wtj=ΣWij(j=1,2……a) 

である。この場合,左表全部と右表のwt1,wt2,……wtaおよびw1t,w2t,……,wctは「家計調査データ」から既知で
ある。

以上を前提に,左表のクロス部分のデータを初期値として,

8)Rj=ΣWij(j=1,2……a)1 

Ci=ΣWij(1=1,2……c)を計算する。 

5) Rej=wtj/Rj(j=1,2……a) 

Cei=wit/Ci(i=1,2,,,,,,,,C)を計算する。 

6) すべてのRej,Ceiが0.999を超え1.001未満であるときは計算を終了し,その段階でのWijをwijとする。一つ
でもこの条件を満たさなければ, 

Wij=Rei+Cai/2×Wijとし,aの処理に戻る。 

3) 主要収支項目の推計

つぎに,消費支出計や各費目について,「全梢データ」を初期値とし,(1)で求めた62年平均の抽出率調整世帯分布
(wij)をウェイトとして,(1)と同様の方法により,62年平均の都市階級,年齢階級別クロス,データを推計する。すな
わち,消費支出等の項目データを,(1)と同様にMijとmijと表すとすれば,

Mit=Σωij・Mij(1=1,2……c)〔ωij=wij/wit〕 

Mtj=Σωij・Mij(j=1,2……a)〔ωij=wij/wtj〕 

〔mについても同様〕 

となる点が異なるのみで,計算過程等は全く同様である。以上による推計結果は,第12-1表のとおりである。
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第12-1表 都市階級,年齢階級別主要項目クロス・データ
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12   勤労者世帯家計収支の都市階級・年齢階級別クロス・データと生涯収

支の推計
(2)   平均的勤労者世帯の生涯収支の推計

つぎに上記(1)により求めたデータにより,以下の前提条件により,大都市および小都市Aの勤労者の生涯収
支(60歳まで)を推計した。

なお,年齢別の収支への変換は,年齢階級別データの階級値を直線で結ぶことにより求めた。また,年々の家
計収支は,次式によった。

年々の貯蓄=可処分所得―(消費支出＋保険掛金＋住宅ローン返済) 

年々の貯蓄現在高=(前年の貯蓄現在高)×(1+貯蓄金利) 

+(年々の貯蓄)+(年々の貯蓄)÷2×(貯蓄金利) 

1) 世帯主が27歳のときに世帯形成されること。 

2) 原則として平均的な収入を得ること。 

3) 消費支出も平均的なものを想定するが,教育関係費については子供の就学状況に応じたものを使
用すること。 

(注)教育関係費は,まず大都市について,「全国消費実態調査」(59年)の3大都市圏の世帯類型別デー
タから,各世帯類型と世帯類型平均との教育関係費の比率を求め,この比率を62年の大都市勤労者世
帯の教育関係費に乗じて,62年の大都市勤労者世帯の世帯類型別教育関係費を求め,これを世帯類型
に応じて各年齢における教育関係費とした(第12-2表)。また,小都市Aについては,以上で求めた大都
市の各年齢の教育関係費に,(1)で推計した年齢階級別の教育関係費の小都市Aの大都市に対する比率
を乗じて求めた。 

4) 40歳(住宅金融公庫調べ平均を参考に設定。)において住宅取得を行うものとする。 

5) 住宅取得価格は,大都市3,600万円,小都市で2,000万円を想定する。(大都市は首都圏における平均
的な取得価格(62年度建設省調べ。),小都市Aは住宅金融公庫融資対象価格(61年度,3大都市圏以外の
地域。)を参考に設定した。) 

6) 金融条件は,貯蓄金利を年3.7%(金銭信託の予想配当率を参考に設定。),住宅ローン金利を
4.52%(住宅金融公庫融資金利および財形住宅融資金利を参考に設定。)とする。また,住宅ローンは
25年間の均等返還により行うものとする。 

7) 住宅取得の頭金は,取得時点での貯蓄残高から設定する。 

第12-2表 3大都市圏の世帯類型別教育関係費
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(注)その結果,大都市では1,000万円,小都市では1,200万円とした。

以上の結果,大都市では家計収支の赤字が累積することとなり,住宅取得は非常に困難であるとの試算にな
るところから次の2つの場合を追加想定して,試算を行った。

(a)40歳以降55歳まで,毎月6万円の追加収入があるとき(典型例は,妻が新たにパートによる就業をす
ること。) 

(b)住宅購入時に,追加資金として1,250万円があり,これを頭金として追加的に使用するとき(典型例
は,親から贈与) 

なお,これ以外に支出切り詰めの場合が考えられるが,これは結果的に(a)と同様となるので,計算はしなか
つた。

以上の試算結果は, 第12-3表 のとおりとなった。

第12-3表-1 大都市勤労者の生涯収支(追加収入のある場合)
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第12-3表-2 大都市勤労者の生涯収支(追加資金のある場合)
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第12-3表-3 小都市A勤労者の生涯収支
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